
封気は回復(オリンピック景気、 1962/10-64/10)したものの、さほど力強いものではな

かった。この年、 3月に中小企業近代化促進法が、 7月に中小企業基本法が公布され、中小企業

への政策転換が具体化 した。

本会の主要業務活動等

3 )-j ゴム溶剤用開発illlの免税十位置延長さる (66.3.31まで向こう 3年11¥])

4月 第77回理事会で、業種別団体長会議の設位を決定 (5月22LI節 11!!l会合開催)

6 )-J IRSG東京総会に11111え、本会内に準備委日会を投位

8日 生ゴムの品質包装脱絡の改定に伴い、新しし、INTタイ プの被製サンプノレを会員に配イ打

10 n 第1回会費審議特別委員会を開催

本会の常務理事として!lfy村弘氏を委嘱

ゴム産業関連事項

2川 トレーラータイヤ工業組合発足

4川 通産省の組織変えにより、ゴム製品の所作lJI1，l!I!変更(軽工業}rJの有機化学第2謀、総l'i
第 1諜および第 2aI!の3認に分かれる)

6月 JI'益法施行法の公布により、生ゴムの計Iilにつきメートル法適用

力 公取委、自動車タイヤメーカ-6社の合理化カルテル結成を認111(;カルテルの期間は7
月1日から 2年間)

7月 東西ゴム取引所、生ゴムの取引単位をキログラム住てに変更

8月 日本製靴用品工業中It合設立

9月 自転車タ ・チ製造業、 中小企業近代化促進法による指定業租となる

政治・経済・社会情勢

1 rJ 経団連、輸出秩序問題懇談会を開催(各業界団体に輸出秩序の俄立を呼びかけ)

2j=] 日ソ貿易協定調印

Gd.甘 (関税貿易に|会lする一般協定)11条国(国際収支を理由とする貿易制限の禁止)

ヘ移行

3月 対ビルマ賠償協定調印

か 中小企業近代化促進法公布

6月 政府、資木取引自由化附位決定

7月 中小企業基本法公布 ・施行

9 FJ マレーシア連邦発足

10月 朴正照、斡国大統領に当選

11月 ケネディ米大統領附殺さる

(ジョンソン副大統領が大統領昇格)

12月 第3次池田内閣成立

EZ冨園 公定歩合の動き
GDP 

(名目/暦年)

25兆1，130億円

実賛成長率:8.8% 

四輪車生産台数

1，284千台

前年比:29.6% 

新ゴムj肖貨畳

309千トン
前年比:8.1% 

1963年
(昭和38年)


